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ラウンドテーブルでいただいた主なご意見 

 

 

第 1 回 ラウンドテーブル 2024 柱３ 子どもの未来をみんなで育むまち 【３－１】子育て 【３－2】子どもの学び 

 

委員の主なご意見・ご質問等 区の考え方・コメント等 

 中央区で虐待が起こる世帯の特徴として外からの転入者で居

住年数が少ない、核家族、共稼ぎなどの統計データはあるのか。 

 統計データはない。子育ての支援者の有無は注視する世帯のポ

イントとしてあるが、傾向としてそうとは言い切れない。その

ため、全ての子育て世帯を継続して注視していく必要がある。

保健師には母子手帳交付業務があり、全ての子育て世帯と出産

前から関わることが出来るため引き続き見守っていく。 

 

 結婚・妊娠の有無に関わらず、幼稚園や保育所などで子どもが

元気いっぱい遊んでいる姿を見られる「園庭オープンデー」を

設けるのはどうか。子どもを持ちたいという気持ちあるいは子

育てへの不安解消につながるかもしれない。 

 また、子どもについて気軽に話せるような場もあればいいので

 日時を決めて園庭開放を行っている園（所）もあるが、区とし

ても子どもを持つ方へ各園（所）の状況がわかるような「保活

ひろば」の開催や、保育所入所申請園前にかならず見学に行っ

てもらいたいということを伝えている。 

 現在、中央区内各地域の子育て支援サークルと話し合って、プ
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はないだろうか。 

 結婚前・出産前から「子育て」に興味をもってもらうことが大

事 

 「安心」が１つのキーワードになる。 

 安心感に結び付く具体的な施策を考えて欲しい。 

 

レママプレパパの参加も可能とする取組を広げようとしてい

る。出産前から参加可能で、子どもと一緒に遊んだり、子育て

の相談もできる「パンジーひろば」を区役所や商業施設等でも

開催しており、今後も工夫しながら取り組みを進めたい。ただ、

最近は１歳までに保育園に入る子どもも多いので、サークルと

のつながりが出来ても、すぐにとぎれてしまうといった課題が

ある。 

 

 他都市では「母子」手帳ではなく、「親子」手帳という名称で

お父さんへの記述もしっかりしておりかなり参考になった。 

 些細なことではあるが、変えることでお父さんの育児参加促進

につながるのではないか。 

 

 他都市での事例は承知している。いただいた委員意見を参考に

してまいりたい。 

 核家族化が進むなど社会情勢が大きく変化している中で、親の

地域活動・幼稚園保育所運営への参加が不可欠と考える。参加

をすることで「自分事」としての意識を持つことが出来、地域

とのつながりも出来る。 

 

 地域とのつながりがない方々がどのようにして地域とつなが

りをつくることが出来るか模索している。 

 行政からの働きかけはもちろん地域の力もとても大切であり、

引き続き協力して取り組んでいく。 

 児童虐待の防止なども行政にできることには限りがあり、やは

り教育が重要となるのではないか。 

 中学校等では幼稚園などに行き赤ちゃんや小さな子どものお

 他都市においては、地域の幼稚園や保育所の協力を得て、小中

学生が乳幼児と触れ合い、可愛さや命の大切さを感じてもらう

取り組みもある。 
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世話を体験する体験授業やボランティアなどがある。今、子育

てに関わりのない人も体験できると良いと思う。今は世代ごと

に分かれて暮らしていて子どもと接する経験が少ない。 

 

 今は、自分の子どもが初めて接する子どもという人も多い。子

育てを身近なもの、楽しいものと感じてもらえるよう周囲のサ

ポートが欠かせない。 

 英語など、外国籍児童が多い学校はそのことをプラスの特色と

して特化した学校にすることも良いのではないか。 

 

 児童にとっても地域にとっても望ましい形を検討する必要が

ある。 

 小学生と話をしている中で、教室がとても狭い、学校を作れば

いいのにという声があった。 

 容積率の緩和は、狭い土地を有効に利用するために良いことだ

ったと思うが、オフィスや商業ビルを想定しており、これほど

マンション（住宅）が建つことは予想していなかったのではな

いか。今後もまだ増えるのではないか。 

 

 人口減少の中で、人が集まることは喜ばしいことだが、急激な

児童数の増加により学校の狭隘化が課題となっている。中央区

においては用地確保の難しさなどの課題もあるが、全市をあげ

て取り組んでいきたい。 

 外国にルーツを持つ学生が増えているが、学習面でどのような

サポートを行っているか。また、保護者の地域活動への参加状

況はどうなのだろうか。 

 子どもは学校生活の中で日本語が上達していくが、両親が日本

語に慣れていないため、家庭内で会話がつながらないといった

問題も発生している。 

 幼稚園で、外国籍の保護者に講師となってもらい自国の料理を

 サポーターによる「やさしい日本語」での声掛けや継続した日

本語教育などをおこなっている。また、日本語を早く習得して

もらえるよう工夫した教材を独自に作成している小学校もあ

る。しかし、数が急増・国籍が多様化していることで対応が難

しくなっている面もある。様々な工夫を行いながら、地道に日

本語教育を行っていく。 

様々な家庭環境・文化的背景の差異もあり中々地域活動への参
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教えてもらう催しをきっかけに園や保護者同士の関わりをも

ってもらえるようになった事例がある。 

 外国籍の子どもに対しては、他自治体でのサポート事例を参考

にしてはどうか 

加につながらないのが現状である。区の事業として Minami こ

ども教室での保護者の相談なども行っており、両親も含めてサ

ポートを行うことで孤立しないような取組を行っていく。ま

た、地域で取り組んでいただいている事例も参考に、日本語を

学ぶだけでなく、スポーツ・料理などの交流も含めるなど、地

域の一員と感じてもらえるよう交流を図っていきたい。 

 

 

区長コメント 

 児童虐待はどのような世帯でも起こる可能性があり、未然に防止するためには、安心して子育てができる環境づ

くりが必要となる。すべてのこどもが健やかに育まれるよう、行政だけではなく、地域全体でこどもたちを見守

り、子育てを応援するための取り組みを進めていきたい。 

 児童数の急増、国籍の多様化などが進む中で、子どもの学びを守るとともに、保護者も含めて孤立しないように

様々な形で交流を図っていくなど、学校園や地域とのつながりづくりも図っていきたい。 

 学校と地域による子どもが地域の町会の行事に参加する取り組みがある。子どもだけでなく家族も地域と関わる

きっかけとなり、とても良い取り組みなので広がれば良いと思う。 

 児童数の急増により狭隘化が進む学校がある一方で、児童数が減少している学校もあるなどの中央区特有の課題

について、全市をあげて取り組んでいきたい。 
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第２回 ラウンドテーブル 2024 柱１ 繰り返し訪れたくなるにぎわいのまち 【１－１】にぎわい 【２－2】防犯・環境浄化 

 

委員の主なご意見・ご質問等 区の考え方・コメント等 

 現状として、確かにミナミでは多くの観光客に来ていただいて

おり、にぎわいがうまれている。 

 しかし、ミナミ以外のインバウンドと関係のない地域では消費

が戻っていないという課題がある。 

 「観光客」へのアプローチはもちろん大切だが、地域住民への

アプローチも長い目で見ると必要不可欠でありバランスを持

った課題認識をする必要がある。 

 オフィス街では、飲み歩くという文化が消えつつあることが関

係しているのかもしれないが、消費が戻っていない。地域住民

向けのにぎわい発信も必要である。 

 

 将来ビジョン「柱１ 1－1 にぎわい」の課題につきまして

は、いただいた意見を参考に修正する。 

 中央区では、まちあるき&トークイベント「中央区見てある記」

を開催しており、今年は船場と空堀にフォーカスを当てた。地

域の方々により中央区の魅力を知ってもらえるよう引き続き

取り組んでいきたい。 

 転入手続きに来庁された方に中央区の魅力発信コンテンツを

紹介している。このコンテンツの中には、中央区商店会との連

携したオオサカ マイド ガイドも含まれる。 

 戦略の方向性として、中央区はミナミ以外の地域にもこだわり

を持つ店が多くあり、もっと周知を行う必要がある。日本中ど

こでもあるようなお店でなく大阪市中央区ならではのお店に

来ていただき、色を出していくことで、他と一線を画した「繰

り返し訪れたくなる」まちになるのではないだろうか。 

 最近では、お店を web 検索するのではなく、Instagram の投

稿など何気なく目にした情報から興味を持ち、来客につながる

 中央区では、商店会・企業等と連携した「大阪中心」を運営し

ており、昨年度実績では、年間 465,487 件の閲覧がある。 

 区役所独自では、X（旧ツイッター）で魅力発信しており、年

間 10 万件以上の閲覧がある。 
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といったケースが増えている。既存の手法だけでなく、視点を

切り替えて、他自治体を参考にしながら発信を行っていただき

たい。 

 

 住みやすいまちに向けて、地域への愛着を育てるためにも万博

が盛りあがらなかったといったイメージは残して欲しくない。

万博成功に向けて機運醸成を頑張ってほしい。 

 

 中央区では、映像とパネルによるパビリオン展の開催や各種イ

ベントなど万博機運醸成を図っている。今後もさらなる機運醸

成を進めていく。 

 放置自転車対策として駐輪場が整備されつつある今、放置自転

車はモラルの問題となっている。 

 放置自転車対策は、ハード面でなく、ソフト面の対策に移行す

る段階になっている。自転車での移動ではなく、徒歩や公共交

通機関などで移動していただけるようウォーカブルなまちを

めざしていく。 

 現在区役所などの行政機関と地域が合同ではみ出し看板・放置

自転車への啓発活動を行っているが、着実に成果が出ているよ

うに感じる。こういった公民連携の活動がやはり必要である。 

 

 区役所としても地域の方々のまちの環境改善への熱意を日々

感じ、支えられている。これからも地域の方々と並走して、し

っかりと取り組んでいきたい。 

 

区長コメント 

 中央区は歴史や文化、飲食など多くの魅力がある。インバウンドなどの観光客だけではなく、中央区で暮らす人、

働く人など、地元の人々にも地域の魅力、愛着を感じてもらえるよう、様々なチャンネルを活用して中央区の魅

力を発信していきたい。 

 放置自転車対策等、まちの環境改善向けて、引き続き地域の方と共にしっかりと啓発に取り組んでいきたい。 
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第３回 ラウンドテーブル 2024  柱４ 誰もが幸せに暮らせるまち 【４－２】地域福祉 

 

委員の主なご意見・ご質問等 区の考え方・コメント等 

 高齢者や障がい者等の見守り活動を知らない方が 7 割近くと

は驚いた。 

 広報に力を入れて欲しい。 
 

 活動を知ってもらえるよう地道に周知していくことが必要と

考えている。 

 中央区社会福祉協議会では要援護者の見守りネットワーク強

化事業を行っており、３人の見守りネットワーカーと各地域で

平時の見守り活動に従事する職員を配置している。区社協だよ

りや区広報紙「広報ちゅうおう」で活動の広報は行っているも

のの、やはり見守りが必要になる段階にならないとこのような

見守り活動へのアンテナが張れず中々認知されない。 
 7 割近くが知らない状況があり、どんな人にも伝わるような広

報を行う方法を考えていく必要がある。 
 中央区は、高齢者の比率は低いものの単身世帯が多く中々把握

しづらい。見守りにつながったときには複雑化・重症化してい

るケースが多くみられる。 

 

 活動を知ってもらえるよう、地道に周知していくことが必要と

考えている。 

 複合的な課題 とあるが、具体的な例はあるか。  認知症をもちながら多重債務を抱えていたり、高齢の親が障が

いをもつ子どもを養っていたり、介護疲れによる虐待問題が生
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じているなどの複合的な課題を抱えている事例がある。 

 

 介護予防をより強化していくことが大切と考える。高齢になれ

ばなるほど、外に出るのが大変になり外出をためらうことが増

える。近くでふれあい喫茶など交流の場を開催し、より気軽に

行けるように拠点を増やすなどしたらどうか。 

 ふれあい喫茶や百歳体操、勉強会など地域でみんながあつまる

場は地域にはあるが、認知症になったりすると中々参加が難し

くなる。しかし、みんなで集まって対話を行うことで症状の進

行が緩やかになるという側面もあるので参加を促進するよう

な取組があればよい。 

 

 より多くの方に参加いただけるよう周知していくことが必要

と考えている。 

 

 

【地域福祉における地域コミュニティの重要性について】 

 高齢者が孤立せず安心して暮らせるよう町会など地域コミュ

ニティへの加入を促進していくことが大切。 

また、中央区地域福祉ビジョン 2023～2025 では福祉を

「ふだんの くらしを しあわせに」としている。この言葉は

福祉に関係あるのは特定の人だけでなく、みんなで福祉を実現

するということが含まれていて、分かりやすい。もっと広報紙

で広報を行ってはどうか。 

 地域で開催される行事を知っていても知り合いがいないので

 中央区地域福祉ビジョン 2023～2025 では、福祉に関係の

ない人はいないということを伝えたかった。 

 地域のつながりがあれば、色々な相談窓口やイベント、取組な

どの情報が回ってきたり、周りに見守りの目が生まれたりす

る。区役所にも近隣の方の様子について心配の声が届き、支援

につながるといった事例があるなどネットワークがあること

で救われることがある。中央区では桃園地域で「見守り声かけ

訓練」を行うなどしており、こういった活動や地域コミュニテ

ィの重要性を引き続き周知していきたい。 
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行かないという人もいる。知り合いがいればいくケースも増え

るのではないだろうか。 

 小中学生を対象に、障がい者のお話を聞いたり、車いす体験を

行ったりするなど福祉教育を行っている。車いすに乗っている

方が困らないよう道路に自転車を置くのをやめよう。ボランテ

ィアに興味を持ったなどの感想をいただく。さらにそこから実

際に地域の餅つき大会に来てもらった事例につながるなど地

域への参加にもつながった。若い世代にアプローチを行うこと

が大切。 

 また、障害をお持ちの方や、外国人など中々地域活動に参加す

る機会がないひとでもゆるやかにつながることが出来ること

も大切である。 

 地域コミュニティへ参加する入口が福祉であると中々むずか

しい。地域のお祭りなどを通しての周知が大切である。 

 

 

 地域ケアシステムの強化について、医療や介護の関係者との連

携はどうしているのか。 

 区役所には総合相談の窓口もあり、個別の事案においては、医

療機関や介護事業所などの関係機関が集まり支援方針や役割

を決めていくなど、連携しながら支援を進めている。 
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区長コメント 

 見守りと防災は、地域コミュニティと密接に繋がっており、地域のネットワークづくりに引き続き取組んでまい

りたい。 

 個別避難計画の作成にあたっては、町会・民生委員といった地域団体や、地域福祉コーディネーター・ケアマネ

ジャーなどの福祉関係者の積極的な参画により、要援護者の計画作成が実態に即した形となるように進めており

ます。 

 令和４年度から開催している「中央区福祉シンポジウム」では、毎年外部の講師をお招きし、中央区地域福祉ビ

ジョンの理念や目標を共有する重要な機会となっています。 

 区役所としては、様々な福祉メニューを用意しているが、制度や使い方が区民の皆様に伝わっていないとのご指

摘を踏まえ周知方法等の対応を考えてまいりたい。 
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第４回 ラウンドテーブル 2024 12 月 17 日（火） 柱２ 安全・安心で快適に暮らせるまち 【２－１】防災 

 

委員の主なご意見・ご質問等 区の考え方・コメント等 

 防災に対する関心は高いが、地域の小中学校は地域の避難所で

あって、帰宅困難者の避難所ではないことがあまり浸透してい

ない。周知が必要。 

 御堂筋沿いの企業が参画している、御堂筋まちづくりネットワ

ークという一般社団法人がある。帰宅困難者の受け入れなどを

検討しており、そういった情報を周知する必要がある。また、

協力体制や情報伝達体制の構築にも取組む必要がある。 

 

 地域での防災訓練には、消防署とともに区役所も参加し、防災

力の向上に向けた支援を行っている。 

 御堂筋沿線については、北御堂・南御堂で開催された防災訓練

に地元企業も参加し、消防とともに「防災講話」「消防訓練」

を行っている。 

 帰宅困難者を生み出さないため、企業等が自ら帰宅抑制や備蓄

などの対策をとるよう、関係所属と連携する。 

 子どもが学校での防災学習で得た知識を親に伝えることで家

庭の防災を見直す・防災意識が高まるなど、親を巻き込むパワ

ーが子どもにはある。 

 子どもの頃に学んだことは意外と覚えていることが多い。その

点からも防災教育は有効である。 

 

 子どもを通じて聞くことで、親が関心を持つきっかけになる。

また、学校は災害時の避難場所となるため、そこにいる生徒た

ちが防災知識を身に着けていることは大きな力となる。 

 災害への認識はあるが中々行動には至っていない。情報周知が

必要。情報周知方法として、起震車体験など体験型の方法はど

うだろうか。 

 「水を２ℓ持って階段を上がれますか」と呼びかけるなど自分

 中央区役所では、中央区広報紙「広報ちゅうおう」での連載・

防災出前講座などを行っている。しかし、マンションからの講

座依頼の割合が少ないため、アプローチを工夫していきたい。 
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事と捉えられるような広報はどうか。 

 

 2018 年に起きた大阪府北部地震では、隣近所での共助の事

例が多くあった。このことからも地域コミュニティの強化も防

災において必要不可欠である。 

 

 地域の行事への参加を少しでもしておきつながりを持ってお

くことが、防災において、さらには地域福祉においても大切で

あることを引き続き周知していきたい。 

 

区長コメント 

 地域防災力を高めるためには、共助を促す地域のつながりづくりが大切である。 

 例えば、マンションの管理人が町会の防災訓練に参加することで、マンションと町会の間で情報を共有できるき

っかけとなる。 

 町会などの地域とのつながりを持つことが、防災だけでなく様々な面で暮らしの備えとなることを引き続き周知

していきたい。 

 

 

 


